
医療扶助・健康管理支援等に関する検討会 

 

開催要綱 

 

１．目的 

  生活保護の医療扶助・健康管理支援に関しては、都道府県による市町村支援の枠組みが

本年４月に施行され、福祉事務所による健康管理支援事業は施行後５年目を迎えている。 

  生活保護受給者は、国民全体よりもさらに高齢化が進み、生活習慣病の罹患率も高く、

健康づくりや生活習慣病予防・重症化予防、ポリファーマシー対策など医薬品の適正使用

に向けた支援を強化する必要がある。同時に、孤独・孤立や精神面の不調など個々が抱え

る課題は幅広く、医療・健康面と生活面の両面から支援していく観点も重要である。 

  また、昨年３月から医療扶助のオンライン資格確認の運用を開始している中、医療機関・

福祉事務所等の業務効率化や本人の健康増進・適正受診を進めるため、医療 DX・介護 DX

の動向等も踏まえつつ、さらなるデジタル化やデータ活用に取り組んでいく必要がある。 

  このため、医療扶助や健康管理支援等に関する諸課題について検討することを目的とし

て、本検討会を開催する。 

 

２．検討事項 

 本検討会においては、次の事項について検討を行う。 

（１） 効果的な健康管理支援の在り方 

（２） 医薬品の適正使用や適正受診に向けた取組等の在り方 

（３） 医療扶助・健康管理支援や介護扶助におけるデジタル化やデータ活用の在り方 

（４） その他の医療扶助等に関する課題 

 

３ 検討会の構成委員等 

 （１）検討会の構成員は別紙のとおりとする。 

 （２）構成員のうち 1人を座長として厚生労働省社会・援護局長が指名し、座長代理は構

成員の中から座長が指名する。 

 （３）座長は必要に応じ、検討に必要な有識者等の参加を求めることができる。 

(４) 団体を代表して参加している構成員が、やむを得ず欠席し、代理出席を希望する場

合には、事前に社会・援護局保護課を通じて座長の了解を得た上で当日の会合にお

いて承諾を得ることにより、参考人として参加することができる。 

 

４ 検討会の運営 

 （１）検討会は厚生労働省社会・援護局長が別紙の構成員の参集を求めて開催すること

とし、検討会の庶務は社会・援護局保護課で行う。 

 （２）検討会の議事は、原則として公開する。 
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